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令和3年度第2回東西交通専門部会の論点

論点:中量輸送システムの検討方針について

•東西交通大宮ルートは、移動ニーズや社会・経済情勢、さいたま市のまちづくり
の進捗等に対応し、LRTを含めた多様な輸送モード（中量輸送システム）の特性
を把握した上で、適切な輸送システムの選択・導入を目指す

論点：輸送システムの特性整理や導入事例を踏まえて、それぞれのシステムの
課題が整理されているか、不足する事項や留意すべき事項はあるか



 まちづくりが進められている大宮駅周辺地区と浦和美園地区とのアクセス利便性向上を目的とし、東西交通大宮ルート
（中量軌道システム）の新設が検討されている

 これまでの調査では、「中量軌道システム」として、LRTを想定して検討を行っている

 一方、LRTの導入には、収支採算性の向上や、導入空間の確保等の課題が存在する

 需要創出に繋がる沿線開発や交流人口の増加に向けた取り組み

 導入空間の確保を含めたルート検討

 近年では、正着制御技術等によってBRTの高度化が進んでおり、事業採算性や乗降容易性等の面で、LRT以外の選択肢
も検討の必要性が生じている

 浦和美園～大宮間を含む市東部の東西交通については、首都高速埼玉新都心線の東北道まで延伸を要望しており、高速道
路整備を前提に、既存の路線バスにより速達性を確保した輸送も選択肢となる可能性がある

①輸送システムの特性比較
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LRT BRT
路線バス

（高速道路走行）
トラムトレイン 路面電車 大型バス・連節バス ガイドウェイバス

イメージ

最高速度 60km／h 40km／h 50～60km／h 60km／h 60km／h

適用法律 鉄道事業法 軌道法・道路交通法 道路交通法・道路運送法 軌道法 道路交通法・道路運送法

特徴

• 専用空間のため、定時
性に優れる

• 既存インフラを活用す
るため初期費用が安い

• 既存インフラを活用す
るため、初期費用が安
い

• 路線バスに比べて大量
輸送が可能

• 専用道を有し、一般車
と完全に分離している
ため定時性が確保され
る

• 首都高速埼玉新都心線
の東北道までの延伸を
想定する

• 既存インフラを活用す
るため初期費用が安い

導入事例

• 富山ライトレール
• 広 島 電 鉄 （ 広 電 宮 島

線）
• 芳賀・宇都宮LRT

• 岡山電気軌道
• 長崎電気軌道

• 名古屋基幹バス
• 新潟交通

• 名古屋ガイドウェイバ
ス

• さいたま市（新高01系
統）



 まちづくりが進められている大宮駅周辺地区と浦和美園地区とのアクセス利便性向上を目的とし、東西交通大宮ルート
（中量軌道システム）の新設が検討されている

 これまでの調査では、「中量軌道システム」として、LRTを想定して検討を行っている

 一方、LRTの導入には、収支採算性の向上や、導入空間の確保等の課題が存在する

 需要創出に繋がる沿線開発や交流人口の増加に向けた取り組み

 導入空間の確保を含めたルート検討

 近年では、正着制御技術等によってBRTの高度化が進んでおり、事業採算性や乗降容易性等の面で、LRT以外の選択肢
も検討の必要性が生じている

 浦和美園～大宮間を含む市東部の東西交通については、首都高速埼玉新都心線の東北道まで延伸を要望しており、高速道
路整備を前提に、既存の路線バスにより速達性を確保した輸送も選択肢となる可能性がある

①輸送システムの特性比較
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地下鉄 モノレール
AGT

（自動案内軌条式旅客
輸送システム）

イメージ

最高速度 80 km／h程度 80km／h程度 60～80km/h

適用法律 鉄道事業法 軌道法 軌道法

特徴

• 急曲線、急勾配に対応可能 • 占用空間が少ない
• 急曲線、急勾配に対応可能

• コンピュータによる自動運行
が可能

導入事例

• 地下鉄七隈線（福岡市）
• 地下鉄東西線（仙台市）

• 沖縄都市モノレール • ポートライナー
• 日暮里・舎人ライナー



①輸送システムの特性比較
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LRT
（路面電車） BRT 路線バス

（高速道路走行）

車両支持方式 鉄輪 ゴムタイヤ ゴムタイヤ

便当たりの定員 60～150人／便 50～120人／便 50人／便

輸送力 2,700～6,750人／h 2,250～5,400人／h 2,250／h

適用される法律 軌道法・道路交通法 道路交通法・道路運送法 道路交通法・道路運送法

建設費 20～30億円/km 0.38～億円/km 既整備のインフラを活用（首都高の
延伸を前提）するため費用なし

導入空間における
特徴

・単線の場合3ｍ、複線の場合6ｍの
軌道幅員が必要となる。

・停留場部については両側で使用す
る場合2ｍ以上、片側のみで使用す
る場合は1.5ｍ以上の幅員が必要と
なる。

・走行空間については、既存車線の
片側1車線をバス専用レーンとして
整備が必要となる。

・高速埼玉新都心線の東北道までの
延伸を前提とする場合、高速道路を
走行するための新たなインフラ整備
は必要ない。

乗降容易性
・低床車両の導入により、路面レベ

ルの平面移動で乗降可。
・低床車両の導入により、路面レベ

ルの平面移動で乗降可。
・低床車両の導入により、路面レベ

ルの平面移動で乗降可。

定時性

・軌道は鉄道の専用空間ではない
ため、自動車交通の影響を受け
やすい。

・PTPS等の設置といった走行環境
の整備により、定時性が確保す
ることが可能。

・専用の空間を走行するが交差点部
分では併用空間となるため、他の
交通の影響を受けやすい。

・PTPS等の設置といった走行環境の
整備により、定時性が確保するこ
とが可能。

・一般車両が混在する一般道及び高
速道路を走行するため、他の交通の
影響を受けやすい

・高速道路区間で停車しないことで、
起終点間の速達性の確保が可能

 市中央部の東西方向を走る路線バスの代替となる交通システムが求められている

 過年度に実施されたLRTの事業評価結果では、今後30年で黒字転換が見込めないといった課題がある。

⇒今年度の専門部会では、輸送システム特性比較と合わせ、導入空間、走行空間、関連法制度についても情報を収集し、
事業化のための課題を整理

資料：第４回沖縄鉄軌道計画検討委員会資料（H28.4.19）を参考に作成



①輸送システムの特性比較
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地下鉄 モノレール
AGT

（自動案内軌条式旅客
輸送システム）

車両支持方式 鉄輪 鉄輪・ゴムタイヤ ゴムタイヤ

便当たりの定員 400人／便 約150人／便 約150人／便

輸送力 2,700～6,750人／h 2,250～5,400人／h 約3,000 人／h

適用される法律 鉄道事業法 軌道法 軌道法

建設費 200～250億円/km 90～150億円/km 約90億円/km

導入空間における
特徴

・道路と鉄道を一体で整備を行う場
合、高架橋等で道路と空間的に分
離する必要があり、高架橋整備に
伴い約4ｍの中央帯が必要となる。

・地下鉄として整備を行う場合、道
路の地下を通すことが多い。

・道路上に整備を行う場合、4ｍの
中央帯が必要となる。

・地下部に整備を行う場合、縦7ｍ
×横10ｍ程度の断面トンネルが
必要となる。

・曲線半径の小さい曲線でも走行が
可能。

・高架路線であるため道路を妨げず、
過密な都市内や幹線道路上において
も立体交差が可能。

乗降容易性
・駅のホーム到着まで上下移動、

ホーム上では平面移動で乗車可。
・駅のホーム到着まで上下移動、

ホーム上では平面移動で乗車可。
・駅のホーム到 着 まで上下 移動、

ホーム上では平面移動で乗車可。

定時性

・専用軌道を有することから、周
辺道路状況に左右されないため
概ねの定時性は確保できる。

・専用の空間を走行するが交差点部
分では併用空間となるため、他の
交通の影響を受けやすい。

・PTPS等の設置といった走行環境の
整備により、定時性が確保するこ
とが可能。

・専用軌道を有することから、周辺
道路状況に左右されないため概ねの
定時性は確保できる。

 市中央部の東西方向を走る路線バスの代替となる交通システムが求められている

 過年度に実施されたLRTの事業評価結果では、今後30年で黒字転換が見込めないといった課題がある。

⇒今年度の専門部会では、輸送システム特性比較と合わせ、導入空間、走行空間、関連法制度についても情報を収集し、
事業化のための課題を整理

資料：第４回沖縄鉄軌道計画検討委員会資料（H28.4.19）を参考に作成



②関連法制度等の整理
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 LRT の導入には、関係主体間の合意形成、コスト負担（初期投資や維持管理） 、 導入空間の制約などの課題を解決して
いく必要があることから、導入を計画している都市に対しては、関係部局（国土交通省都市・地域整備局、道路局、鉄道
局、警察庁）で 連携して、導入を目指す都市を支援するため、LRT プロジェクト実施要綱を定め、随時 各都市の策定段
階の計画へのヒアリングやアドバイスを行うこととしている。

 費用負担の観点からは LRT 総合整備事業等による補助制度を定め、これらにより計画について一体的な支援を実施して
いる



②関連法制度等の整理
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 BRT の導入にあたっては、社会資本総合整備計画に位置付けることにより、社会資本整備総合交付金を活用し、BRTの
整備に対して総合的、一体的な施策の推進が可能



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：宇都宮市
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検討概要 ・宇都宮市では、当初、市東部地区に集中する工業団地の渋滞緩和のための交通手段として新交通に関する議論がスタートし、
中心市街地の衰退、まちなかの活性化の課題に対応する計画として、中心市街地まで延伸する計画へと変化

・その後も、人口減少社会への対応として、総合計画でコンパクトシティの実現が目的として掲げられ、都市構造の東西軸を担
う基幹公共交通として LRT を位置付け（問題解決型から将来ビジョンを実現するための目標設定型への変化）

導入目的 ・人口規模・構造や都市活動に見合った都市の姿として、「ネットワーク型コンパクトシティ」の形成
・誰もが公共交通と車を上手に使い分けながら、便利に暮らせるまちの実現

期待される効果 ・新たな人の流れの創出
・自動車に頼らなくても市民が移動しやすい交通環境の構築
・環境負荷の低減

導入に向けた課題 ・社会経済情勢の変化に伴い、中心市街地の衰退への対応、まちなかの活性化、高齢化社会に対応した効率的移動手段の確保と
見直しが重ねられ、将来の基幹交通の役割についても、都度見直しの議論が続けられた

・LRTの運営会社として行政と民間が出資する宇都宮ライトレール株式会社を立ち上げ、主要株主に地域のバス事業者も組み込
み、行政・民間の連携を強化するとともに、路線バスとLRTで面的に地域をカバーし、協働で地域公共交通事業を担う構造と
する新たなスキームを打ち出したことで、計画の決定にむけ大きく前進した

〇検討の概要・導入効果・課題

＜ＬＲＴの運行ルート＞

資料：宇都宮市ＨＰ 芳賀・宇都宮ＬＲＴ

LRT：事業中

＜トランジットセンターのイメージ＞



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：金沢市
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検討概要 ・金沢市では、昭和50年代初頭より、金沢都市圏総合交通計画のかかる検討の中で新交通システムの検討を開始し、議論が重ね
られ、2016年策定の「第2次金沢交通戦略」では、都心軸を通る新しい交通システムの導入や交通機能の連携強化を重点施策
に打ち出し、現在は「金沢市新しい交通システム検討委員会」により検討が進められている

・LRT、BRT、モノレール、ミニ地下鉄を対象に、まちづくり・市民生活・交通政策上の観点から導入機種や導入ルート案につ
いての検討を重ね、利用者の上下移動の有無などの利便性や費用面、景観面等を勘案し、 地上でのLRT・BRTの整備がふさわ
しいとの提言を2017年2月にとりまとめ、2018年度以降は、自動車交通の影響対策や公共交通の利便性向上等の検討を行っ
ている。（2020年度は需要・収支予測、バス路線網再編など技術的検討を実施）

導入目的 ・まちづくりと一体化した交通システムによる、まちなかの活性化や集約型都市の形成
・超高齢社会に対応した都市の基幹的で安全安心な交通手段の提供、クルマから公共交通への転換

期待される効果 ・環境負荷の低減
・まちの魅力と拠点性を高めることによる人の交流の促進
・将来の公共交通の担い手不足への対応

導入に向けた課題 ・交通システムとして機能するためには、新型車両の導入だけでは不十分
⇒公共交通の利用促進、導入空間の確保、自動車交通への影響及び市民意識の醸成など、既存公共交通の利用促進策が必要
⇒時間軸を定め、可能な取組から段階的に実施し、関係者との合意形成を進めることが必要

〇検討の概要・導入効果・課題

＜新たな交通システムの効果＞ ＜導入に向けた課題＞＜将来の交通体系像＞

資料：新しい交通システム検討委員会資料（金沢市：路行政セミナー2010 ）

LRT・BRT：導入検討中



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：神戸市
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検討概要 ・神戸市では、2013年に策定した神戸市総合交通計画に基づき、2014年に公募により民間事業者5社を選定し、LRTや連節
バスなどを用いたBRTの事業者の導入計画・提案をベースに検討を進めている

・2017年には、三宮駅～神戸空港を結ぶ連節バスを運行する社会実験を実施し、2021年4月に本格運行を開始予定
・BRTについて、専用レーンの確保など今後の方針は固まっていないが、連節バスの本格運行後の状況を踏まえて検討を進める

導入目的 ・都心・ウォーターフロントや観光地での移動需要を支える交通環境の維持・充実
・移動しやすい交通環境の整備、ニーズに見合った移動手段の確保

期待される効果 ・まちづくりと一体となり神戸らしいデザイン性とシンボル性を備えた新しい交通手段による都心の回遊性、都市の魅力の向上
・将来的な都心・ウォーターフロントの再開発を踏まえ、沿線地域の活性化を図るための沿線企業や施設との連携

導入に向けた課題 ・連節バスは歩行者通行量の多い交差点での右左折や路上駐車等の影響を受ける等から、社会実験時に大幅な遅延が発生したこ
とから、運行ルートやダイヤの見直し、優先レーン等走行環境の整備、沿線の路上駐車対策等の定時性向上策の検討が必要

・実証実験時は、採算性確保に至らない乗車人数であり、通勤など固定需要の確保、周辺施設や企業等との連携、効果的な周
知 ・ ＰＲ等の需要を確保する対策が必要

〇検討の概要・導入効果・課題

＜連節バスの本格運行に向けた検討内容＞

資料：都心～ウォーターフロント間における連節バス等運行に関する協議会資料（神戸市 ）

＜LRT・BRT検討のフロー＞

＜神戸市都心地域の将来交通イメージ＞

BRT：本格運行



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：東京都
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検討概要 ・東京都の晴海や勝どき等の臨海部は、東京2020大会の選手村として急速に開発が進む一方で、鉄道路線へのアクセスが不便
な地域であり、開発計画（住宅地開発及びMICE誘致や国際観光機能強化等）の需要に対応するため、2014年に「都心と臨海
副都心とを結ぶ公共交通に関する基本方針」を策定し、中規模交通機関としてBRTの導入を検討することを公表

・以降、 事業協力者の選定、「都心と臨海副都心とを結ぶ BRT に関する基本計画（2015年）」公表を経て、臨海副都心周辺
地域における公共交通協議会を設置し、関係者協議、導入に向けた検討を進め、2020年10月よりプレ運行を開始

・2021年度に予定されている東京2020大会後に臨海副都心や豊洲市場を結ぶ路線、2022年度以降に選手村跡地を通る路線
を開設して本格運行に移行する予定

導入目的 ・新たな開発計画地における移動需要への対応
・都心・臨海部地域を直接結ぶことによる地域の活性化

期待される効果 ・増大する交通需要に対応した、公共交通の利便性向上
・道路を走行する公共交通の「安全・安心」を高いレベルで実現し、普及展開に貢献

導入に向けた課題 ・一般道走行のため、プレ運行での運行速度は路線バスと同程度にとどまり、高速性の確保が求められる
⇒停留所数の削減や、PTPS等の速達性向上のためのシステム導入に向けた関係者間調整・検討が必要

・プレ運行の状況を見ながら、高速、大量輸送実現に向けた具体策を今後議論

〇検討の概要・導入効果・課題

＜BRTプレ運行・本格運行の概要＞

資料：都心と臨海地域とを結ぶ東京ＢＲＴについて（東京都都市整備局ホームページ ）

＜BRT導入のロードマップ・ルート＞

BRT：一次プレ運行中



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：新潟市
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検討概要 ・新潟市では、交通政策の基本方針として、都心の魅力向上、快適な都市環境、持続可能なまちづくりに寄与することを目的に、
機関公共交通軸の強化を図るため、新たな交通システムの導入の検討を開始した

・BRTには、運行区間が重複し、複雑で非効率な編成となっていた市中心部のバス路線を再編・集約する役割が期待され、これ
により生じた余力を郊外方面の路線の維持や拡充に充てる、市内全域のバス路線の大規模な再編を開業に合わせて実施

導入目的 ・都心の魅力向上
・快適な都市環境
・持続可能なまちづくり

期待される効果 ・BRTの導入により、市内全体の路線数は郊外線を中心に導入前より295 便増加し、新規路線も７本開設
・市内のバス利用者数は減少傾向から増加に転じた

導入に向けた課題 ・利用者数増加の効果についても、高齢者への割引制度等の貢献も示唆されており、BRTの貢献は今後の検証が待たれる
・BRTは基幹交通として多方面の骨格路線バスとの接続を図るネットワークに再編されたことから、利用者から、「バス待ち環

境」や「乗り換えの待ち時間」、「乗り換えの移動距離」等に不満の声が多く上がっているなど、改善すべき課題も報告され
ている

〇検討の概要・導入効果・課題

＜BRT導入の考え方＞＜将来公共交通ネットワーク＞

BRT：本格運行

資料：新潟市ＢＲＴ第１期導入計画（新潟市 ）



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：名古屋市
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検討概要 ・名古屋市では、なごや新交通戦略推進プラン（2011年策定）及びなごや交通まちづくりプラン（2014年策定）において、
市内の道路を人が主役の空間に転換し、自動車の都心部への集中緩和、移動手段の多様化を目指す方針を定め、都心部におけ
る新たな路面公共交通システム（ＬＲＴ・ＢＲＴ）の導入検討を主要施策に位置づけ

・2017年には、ガイドウェイバス等の先進的なバスシステムの導入を進めてきたことを踏まえ、LRT及びBRTの「わかりやす
さ」「使いやすさ」「楽しさ」を持ち合わせつつ、先進技術を積極的に採用することを目指し、革新的で魅力的なタイヤベー
スシステムとしてSRTの導入を目指す方針（新たな路面公共交通システムの導入に係る基本的な考え方）を打ち出し、2019
年に「新たな路面公共交通システムの実現を目指して（SRT構想）」として実現を目指すシステムの姿を示した構想を策定

導入目的 ・都心部における自動車交通の集中の緩和、多様な移動手段の提供
・2027年のリニア中央新幹線の開業による、名古屋圏へ交通需要の増大に対応した、公共交通の利便性向上

期待される効果 ・名古屋市の玄関口である名古屋駅から、観光名所（名古屋城や大須商店街等）の魅力ある地域をつないで回遊性を高め、賑わ
いを面的に拡大

導入に向けた課題 ・システム、導入車両等は、名古屋市と自動車メーカーが協議して開発予定（現状で具体案はなし・コンセプトのみ）
・SRTは、ハード・ソフト両面において歩道の賑わいづくりと一体的な整備を目指すことから、まちづくり・交通事業を一体的

に進める新たな枠組みの構築が求められる

〇検討の概要・導入効果・課題

＜SRTの車両イメージ＞

資料：新たな路面公共交通システムの実現を目指して～SRT構想～（名古屋市 ）

＜SRTのコンセプト・道路空間のイメージ＞

SRT：導入検討中



③中量輸送システムの近年の導入・検討事例：横浜市
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検討概要 ・横浜市では、2015年策定の横浜市都心臨海部再生マスタープランにおいて、地域全体の回遊性を高めるため、まちの賑わい
づくりに寄与する新たな交通を導入する方針を打ち出した

・ＭＩＣＥ施設の整備や客船受入れ機能の強化等が進められている水際線沿いでは移動需要の増大を想定し、交通機関の早期導
入が求められており、連節バスを活用した高度化バスシステムの導入検討を進め、2020年7月より連節バス「BAYSIDE 
BLUE」の運行を開始

⇒既存バス路線からの転換者と新たに開発される施設の需要を併せて年間利用者数を推定（ 58 万 人）し、導入後６年目から営
業黒字に転換する見込み

導入目的 ・地域の移動需要の増大に対応した移動手段の提供、
・市民だけでなく、観光客などの来街者にとっても、わかりやすく、使いやすく、快適に回遊できる交通手段を提供

期待される効果 ・BAYSIDE BLUEを軸として既存バス路線を再編し、乗換利便性を強化することで、地域の賑わい創出や回遊性促進、また混
雑緩和に寄与する便利なバスネットワークを構築

導入に向けた課題 ・連節バスの特長を活かしたルートやサービスレベルを、需要を十分に見極めたうえで検討することが求められた
・想定ルートは、既存バス路線と重複する区間が多く、バスネットワークの再編検討が求められた
・ターミナルや停留所の改良、定時性・速達性を確保するための走行環境の整備、財源確保が求められた

〇検討の概要・導入効果・課題

＜事業費・事業採算見込み＞

資料：連節バスを活用した「高度化バスシステム」について（横浜市交通局）

＜導入コンセプト・運行ルート＞

連接バス：本格運行中
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中量輸送システム等の検討に係る課題整理

論点:中量輸送システムの検討方針について

•東西交通大宮ルートは、移動ニーズや社会・経済情勢、さいたま市のまちづくり
の進捗等に対応し、LRTを含めた多様な輸送モード（中量輸送システム）の特性
を把握した上で、適切な輸送システムの選択・導入を目指す

論点：輸送システムの特性整理や導入事例を踏まえて、それぞれのシステムの
課題が整理されているか、不足する事項や留意すべき事項はあるか

課題
 各システムの特性比較の深度化（期待される効果、導入空間の課題等）

 先進事例におけるシステム導入の数値的根拠の調査（需要やサービス水準、課
題に対する解決策等）


